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(57)【要約】
　Ｘ線撮像装置ＩＭにおける位相コントラスト撮像用途
で使用するための回折格子アセンブリＧＡｉに関する。
アセンブリＧＡｉは、アセンブリＧＡｉの回折格子構造
Ｇｉに結合された電歪層を含む。前記結合を介して、回
折格子構造のリッジＲＧは、撮像装置ＩＭのＸ線源ＸＲ
の焦点スポットＦＳに整列するように変形される。これ
により、Ｘ線シャドウイング効果が低減される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｘ線放射線を修正するための回折格子構造と、
　前記回折格子構造の第１の面に結合された電歪材料の層とを含み、
　前記回折格子構造の少なくとも一部が、前記電歪材料の層間の電圧の印加の際、変形可
能であり、
　前記回折格子構造の第１の面と、前記電歪材料の層の対向する面とは、互いに連結する
ように構造化されている、回折格子アセンブリ。
【請求項２】
　前記回折格子構造はリッジを有し、前記変形により、前記リッジは、前記回折格子アセ
ンブリの外側に配置された焦点領域又は焦点に向かって少なくとも部分的に整列する、請
求項１に記載の回折格子アセンブリ。
【請求項３】
　前記リッジは、前記回折格子構造の前記第１の面を一緒に形成するそれぞれの先端部分
を有する、請求項２に記載の回折格子アセンブリ。
【請求項４】
　前記電歪材料の層は、前記リッジの前記先端部分に結合されている、請求項３に記載の
回折格子アセンブリ。
【請求項５】
　前記回折格子構造は、前記リッジの少なくとも１つに関して関節接合形式で配置されて
いる、請求項１乃至４の何れか一項に記載の回折格子アセンブリ。
【請求項６】
　前記電歪材料の層から遠位にある前記回折格子構造の第２の面に結合された補強要素を
含む、請求項１乃至５の何れか一項に記載の回折格子アセンブリ。
【請求項７】
　さらなる補強要素と前記回折格子構造との間に前記電歪材料の層を挟むために、当該さ
らなる補強要素が前記電歪材料の層に結合されている、請求項１乃至６の何れか一項に記
載の回折格子アセンブリ。
【請求項８】
　前記回折格子構造の第２の面と、補強要素の対向する面とは、互いに連結するように構
造化されている、請求項５乃至７の何れか一項に記載の回折格子アセンブリ。
【請求項９】
　焦点スポットからＸ線放射線を放出するＸ線源と、
　請求項１乃至８の何れか一項に記載の回折格子アセンブリと
を備える、Ｘ線撮像装置。
【請求項１０】
　前記回折格子アセンブリのリッジを合焦領域に向けて整列させるように前記回折格子ア
センブリに電圧を印加するための電圧源又は少なくとも一つの電源コネクタを備え、前記
合焦領域の位置は、前記Ｘ線撮像装置の光軸と平行な軸に沿って前記電圧で変化する、請
求項９に記載のＸ線撮像装置。
【請求項１１】
　前記Ｘ線撮像装置の前記光軸を横切って前記回折格子アセンブリに横の力を与え、それ
によって、前記Ｘ線撮像装置の前記光軸に対して垂直な軸に沿って前記合焦領域又は焦点
の横のシフトを引き起こす平行移動器ステージを含む、請求項９又は１０に記載のＸ線撮
像装置。
【請求項１２】
　前記合焦領域が前記焦点スポットを含むように位置付け可能であるように、前記電圧及
び／又は前記横の力を変える、請求項９乃至１１の何れか一項に記載のＸ線撮像装置。
【請求項１３】
　基部基板を含む回折格子構造に、当該基部基板から突き出すリッジを供給するステップ
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であって、前記回折格子構造が、それぞれの先端部分、及び前記先端部分から遠位にそれ
ぞれの基部部分を有し、前記リッジが、前記それぞれの基部部分を介して前記基部基板に
移行する、供給するステップと、
　電歪材料の層を前記先端部分上に装着するステップと
を含む、回折格子アセンブリの製造方法。
【請求項１４】
　前記装着するステップの前に、前記リッジ間に形成されたトレンチを安定剤で充填する
ステップを含む、請求項１３に記載の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回折格子アセンブリ、Ｘ線撮像装置、及び回折格子構造の製造の方法に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　新規の微分位相コントラスト撮像（ＤＰＣＩ）技法の開発におけるブレークスルーのた
めに最近の５～１０年の間に位相コントラスト撮像へのニーズが高まってきた。この技法
は２つ又は３つのＸ線回折格子及びロウ－タルボット干渉法を使用する。この技法は従来
のＸ線撮像システムに適用可能であるので、この開発はまた、画像診断装置の製造業者に
よる関心の高まりを引き起こした。この技術の用途の可能な分野はマンモグラフィである
。
【０００３】
　ＤＰＣＩシステムの欠点は、視野の縁部に向かうＤＰＣＩ信号の性能が焦点中心型撮像
システムでは劣化することである。これは、視野の縁部の方に位置づけられた回折格子ト
レンチでは、回折格子を通るＸ線の理想的な行路が回折格子への非法線入射のために乱さ
れるからである。この結果として、放射線シャドウイング効果が現れ、それは、光子束及
び干渉縞可視性の著しい低下を引き起こす。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　それゆえに、干渉計撮像システムにおけるシャドウイング効果を低減させるニーズがあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の目的は独立請求項の主題によって解決され、さらなる実施形態が従属請求項に
組み込まれる。本発明の以下で説明する態様は、Ｘ線撮像装置に同等に当てはまることに
留意されたい。
【０００６】
　本発明の第１の態様によれば、Ｘ線放射線用に構成された回折格子構造と、前記回折格
子の第１の面に結合された電歪材料の層とを備え、回折格子構造が、電歪材料の層間の電
圧の印加の際、変形可能である回折格子アセンブリが提供される。回折格子構造はリッジ
（回折格子の第１の面に形成された）を有し、変形により、前記リッジは、前記回折格子
アセンブリの外側に配置された焦点領域若しくは焦点に沿って、又はに向かって少なくと
も部分的に整列する。（少なくとも部分的な）整列は、前記リッジの少なくとも一部を曲
げることによって、又はリッジを傾けることによって引き起こされる。整列は、変形層と
の結合に起因してリッジに作用する機械的力によって達成される。回折格子構造は、（微
分）位相コントラスト撮像及び／又は暗視野撮像にとって特に好適である。回折格子構造
は、前記Ｘ線放射線が回折格子構造のリッジと相互作用し、そのため、回折効果ベース干
渉パターンを作り出すときＸ線放射線の変更を可能にする。
【０００７】
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　より詳細には、１つの実施形態によれば、前記リッジは、回折格子構造の前記第１の面
を一緒に形成するそれぞれの先端部分を有し、電歪材料の層は、前記リッジの前記先端部
分に結合される。この構成により、層の変形作用を回折格子に一層狙い通りに適用するこ
とができる。言い換えれば、これにより、リッジのみ（又はその一部）を曲げるか又は傾
斜させることが可能になり、一方、回折格子構造の残りの部分は実質的に乱されないまま
である。これにより、回折格子アセンブリの合焦を達成するのに必要な力の量が減少する
。
【０００８】
　提案する回折格子アセンブリは、放射線シェーディング効果に対処するために、例えば
、湾曲した支持体のまわりに曲げられることにより回折格子を円柱形状に強制的にフィッ
トさせることによって回折格子の全体が屈曲されている（純粋に機械的な）手法からの根
本的な脱却である。ここで、全く異なる手法、すなわち、回折格子リッジの末端部分に結
合された電歪層の電歪によって回折格子リッジをわずかに斜めにする／傾斜させる又は曲
げることを提案する。以前は、回折格子が曲げの間に壊れることは珍しくなかった。対照
的に、本明細書で提案する手法は、より細い目盛りでより正確な合焦を可能にし、回折格
子は、電歪挙動の使用による合焦中に壊す可能性が少ない。上記のように、合焦は、放射
線シャドウイングの低減を可能にし、その結果として、撮像装置の検出器における干渉パ
ターンのより明確な解像性（すなわち、可視性）がもたらされる。その結果として、これ
は、この画像へと信号処理されるこの干渉パターンからの情報なので、より正確な位相コ
ントラスト又は暗視野画像をもたらす。
【０００９】
　１つの実施形態によれば、回折格子は、電歪材料の前記層から遠位にある前記回折格子
構造の第２の面に結合された補強要素（プレート又はディスクなどのような）を含む。
【００１０】
　１つの実施形態によれば、１つの又はさらなる補強要素が、前記プレート又はディスク
と前記回折格子構造との間に電歪材料の層を挟むために電歪材料の層に結合される。補強
要素のいずれか一方は、機械的力（層の変形によって引き起こされる）をリッジに、より
効率的に又は狙い通りに伝達できるようにする。
【００１１】
　１つの実施形態によれば、回折格子アセンブリは、電歪材料の層にわたって前記電圧を
印加するように構成された１対の電極を含む。これらの電極は分離した専用の構成要素と
して配置されるか、又は電極として使用されるのは回折格子構造及び補強要素自体のうち
の１つである。
【００１２】
　１つの実施形態によれば、回折格子アセンブリは、互いに異なる電圧を互いに異なる場
所において層にわたって印加するように構成された複数の電極対を含む。代替として又は
これに加えて、１つの実施形態によれば、層は、横方向の寸法の端から端まで不均一な厚
さプロファイルを有する。次いで、リッジの線形変位プロファイルを達成するために、複
数の異なる電圧が複数の電極対によって印加されるか、又は不均一な厚さプロファイル（
層の横方向の寸法に対して測定された）が使用される。
【００１３】
　１つの実施形態によれば、回折格子構造の第１の面と、層の対向する面とは、互いに連
結するように構造化される。代替として又はそれに加えて、回折格子構造の第２の面と、
プレート又はディスクの対向する面とは、互いに連結するように構造化される。連結のい
ずれか又は両方は、互いに結合するそれぞれの面の間のより良好な把持を可能にし、それ
により、焦点領域又は焦点に向かったリッジの整列を達成するための層の変形のより効率
的な適用を可能にする。
【００１４】
　１つの実施形態によれば、回折格子構造は、リッジの少なくとも１つに関して関節接合
手法で配置される。言い換えれば、回折格子構造は、継手のように作用する少なくとも１
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つの機能要素を含む。これは、電歪層の変形によって引き起こされた機械的力をリッジが
受けるとき、合焦目的にとってリッジのより好ましい材料挙動を促進する。より詳細には
、リッジの傾斜挙動が、このように、曲げ挙動ではなく達成される。傾斜させることによ
り、より良好な整列及び焦点のより明確な空間解像性が可能になる。
【００１５】
　より具体的には、１つの実施形態によれば、回折格子リッジは、前記先端部分及び前記
電歪層から遠位に配置されたそれぞれの基部部分を有し、１つの実施形態では、前記基部
部分は、前記関節型構造を実現するためにテーパ状にされる。さらに別の実施形態では、
関節型構造は、前記回折格子構造の別々の部分を形成するリッジによって提供され、リッ
ジは、充填材料のそれぞれのパッキングを介して、それぞれの基部部分において回折格子
構造の基部基板に結合される。
【００１６】
　１つの実施形態では、充填材料の前記パッキングの可撓性は、リッジ又は基部基板の可
撓性よりも高い。１つの実施形態によれば、複数の溝が、充填材料のそれぞれのパッキン
グを少なくとも部分的に受け取るために基部基板に形成される。可撓性充填材料のこの介
在により、リッジのより良好な傾斜挙動が促進される。
【００１７】
　１つの実施形態によれば、リッジは回折格子構造に直線で形成され、又はリッジは同心
円若しくは同心多角形に配置される。
【００１８】
　本発明のさらなる態様によれば、Ｘ線撮像装置が提供され、Ｘ線撮像装置は、
　－　焦点スポットからＸ線放射線を放出するＸ線源と、
　－　上記の実施形態のいずれかによる回折格子アセンブリと
を備える。
【００１９】
　１つの実施形態によれば、Ｘ線撮像装置は、前記回折格子アセンブリのリッジを合焦領
域に向けて整列させるように前記回折格子アセンブリに電圧を印加するための電圧源を備
え、前記合焦領域の位置は、前記Ｘ線撮像装置の光軸と平行な軸に沿って前記電圧で変化
する。
【００２０】
　１つの実施形態によれば、Ｘ線撮像装置は、Ｘ線撮像装置の光軸を横切って回折格子ア
センブリに横の力を与え、それによって、Ｘ線撮像装置の光軸に対して垂直な軸に沿って
前記合焦領域の横のシフトを引き起こすように構成された平行移動器ステージを含む。
【００２１】
　１つの実施形態によれば、Ｘ線撮像装置は、合焦領域又は焦点が前記焦点スポットを含
むか又は前記焦点スポットと一致するように位置付け可能であるように、前記電圧及び／
又は前記横の力を変えるように構成される。言い換えれば、回折格子アセンブリの合焦領
域又は焦点は、少なくとも１つ又は２つの空間方向に沿って、すなわち、映像システムの
光軸に沿って及び（平行移動器ステージが使用される場合）前記軸を横切る方向に空間的
に調節される。これは、手元の映像システムの焦点に対して調節するとき、より大きい自
由度を与える。
【００２２】
　本発明のさらなる態様によれば、
　－　基部基板を含む回折格子構造に前記基部基板から突き出すリッジを供給するステッ
プであって、前記回折格子構造が、それぞれの先端部分、及び前記先端部分から遠位にあ
るそれぞれの基部部分を有し、前記リッジが、前記それぞれの基部部分を介して前記基部
基板に移行する、供給するステップと、
　－　電歪材料の層を前記先端部分上に装着するステップと
を含む、回折格子アセンブリを製造する方法が提供される。
【００２３】
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　１つの実施形態によれば、この方法は、装着するステップの前に、前記リッジ間に形成
されたトレンチを安定剤で充填するステップを含む。
【００２４】
　１つの実施形態によれば、この方法は、前記基部基板を除去するステップを含む。
【００２５】
　１つの実施形態によれば、この方法は、プレートを基部部分上に装着するステップを含
む。
【００２６】
　１つの実施形態によれば、この方法は、前記安定剤を除去するステップを含む。
【００２７】
　提案する回折格子アセンブリのうちの１つ又は複数を含むＸ線撮像装置は、病院などの
臨床環境において有用な用途を可能にする。より具体的には、本発明は、マンモグラフィ
撮像システム、平面又はマルチ平面放射線撮影システム、又はさらにＣＴ（コンピュータ
断層撮影）などのようなＤＣＰＩ撮像モダリティでの用途に非常に適している。本発明は
、患者の健康診断のための放射線診断学及びインターベンショナルラジオロジーにおいて
使用される。加えて、本発明は、産業環境における有用な用途を可能にする。より具体的
には、本発明は、非破壊試験（例えば、生物並びに非生物サンプルの組成、構造、及び／
又は品質に関する分析）並びにセキュリティスキャニング（例えば、空港での荷物のスキ
ャニング）における用途に非常に適している。
【００２８】
　本発明の例示的な実施形態が、次に、以下の図面を参照して説明される。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】第１の実施形態による干渉計撮像装置の概略正面立面図である。
【図２】図１による干渉計撮像装置で使用するための１つの実施形態による回折格子アセ
ンブリの第１の状態を示す図である。
【図３】図２の回折格子アセンブリの第２の状態を示す図である。
【図４】図２及び図３の回折格子アセンブリで使用されるような電歪層の図である。
【図５】第２の実施形態による回折格子アセンブリの異なる状態の２つの図である。
【図６】第１の実施形態による回折格子アセンブリの表面構造を示す図である。
【図７】２つの異なる実施形態による円形回折格子構造の平面図である。
【図８】第２の実施形態による干渉計撮像装置を示す図である。
【図９】干渉回折格子構造のリッジの曲りを示す図である。
【図１０】回折格子構造のリッジの曲りプロファイルをより詳細に示す図である。
【図１１】関節型回折格子構造の様々な実施形態を示す図である。
【図１２】関節型回折格子構造のさらなる実施形態を示す図である。
【図１３】関節型回折格子構造を製造する方法の流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　図１のパネルａ）は、Ｘ線撮像装置ＩＭの概略側面立面図である。Ｘ線撮像装置は、Ｘ
線源ＸＲと、前記線源ＸＲの反対側の検査領域ＥＲを横切って配置された放射線感受性検
出器Ｄとを備える。好ましくは、必ずしもではないが、Ｘ線検出器Ｄは２Ｄ（２次元）で
ある。言い換えれば、Ｘ線検出器は「真の」２Ｄ構造であり、複数の検出器ピクセルが、
２Ｄ　Ｘ線放射感受性面を形成するために、アレイとして列と行とで配置される。検出器
ピクセルは、Ｘ線源によって放出されたＸ線放射線をレジスタし、レジスタされたＸ線放
射線を、画像が導き出される電気信号に変換することができる。非限定の例示の実施形態
は、フラットパネル検出器又は（アナログ若しくはデジタル）イメージインテンシファイ
アシステムを含む。代替として、Ｘ線検出器Ｄはまた、「ライン検出器」として配置され
てもよい。ライン検出器は、検出器ピクセルの単一のライン又は複数の別々に離間された
個々のラインを含む。複数の検出器ピクセルラインをもつライン検出器は、時々、マンモ
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グラフィシステムで使用され、一方、単一ライン検出器は、時折、ＤＰＣＩ能力をもつＣ
Ｔ（コンピュータ断層撮影）システムで使用される。
【００３１】
　検査領域ＥＲは、内部組成又は構成を撮像したい物体ＯＢを少なくとも部分的にその中
に受け取るように適切に間隔をあけられる。撮像すべき物体は、生命のないものであって
もよく又は生命のあるものであってもよい。例えば、物体は、非破壊材料試験などのよう
に撮像すべき１個の手荷物又は他のサンプルであることがある。しかしながら、好ましく
は、（生命がある）「物体」が、人間若しくは動物の患者であるか、又は少なくともその
解剖部分である医療状況が想定される。解剖部分である理由は、必ずしも物体の全体が撮
像される必要がなく、注目する特定の解剖領域のみが撮像されるべきであるからである。
【００３２】
　Ｘ線撮像装置ＩＭは、Ｘ線源と検出器Ｄとの間に配置された干渉計ＩＦをさらに備える
。以下において、本明細書で提案するようなＸ線撮像装置の動作をよりよく説明するため
に、軸Ｘ、Ｙ、及びＺの基準座標系を導入することが便利である。軸Ｘ、Ｙは、検出器Ｄ
の視野の像平面又は平面を定義する。例えば、軸Ｘ、Ｙは、それぞれ、検出器Ｄの２つの
隣接する縁部に沿って伸びるように選ばれる。軸Ｚは、像平面Ｘ、Ｙに垂直である。この
軸は、一般に、Ｘ線源ＸＲの焦点スポットＦＳから発出するＸ線ビームの伝搬方向に対応
する。さらに、軸Ｚは、Ｘ線撮像装置の光軸ＯＡと平行である。光軸は、Ｘ線源ＸＲの焦
点スポットＦＳから検出器Ｄの像平面の中心に延びる。光軸は、撮像領域に対して移動可
能であり、特に、回転可能また平行移動可能である。例には、マンモグラフィスキャナ又
はＣアームＸ線撮像装置で使用されるＣＴスキャナ又はトモシンセシス撮像装置がある。
【００３３】
　次に、図１ａ）に戻りより詳細に参照すると、Ｘ線撮像装置ＩＭは、Ｘ線撮像装置に組
み込まれた干渉計ＩＦによって少なくとも部分的に与えられるマルチチャネル撮像能力を
有する。本明細書で使用する「マルチチャネル撮像」は、特に、ｉ）物体によって引き起
こされる屈折作用の空間分布（これは位相コントラスト撮像である）及び／又はｉｉ）撮
像物体ＯＢによって引き起こされる小角散乱（暗視野撮像）作用の空間分布を撮像する能
力を意味する。それに加えて、物体ＯＢの吸収の空間分布を撮像するより伝統的なやり方
も可能である。このタイプのマルチ撮像能力は、時には、ＤＰＣＩ（微分位相コントラス
ト撮像）と呼ばれるが、この命名規則は、それぞれ、他の画像信号、暗視野及び／又は吸
収の撮像を除外するように解釈されない。
【００３４】
　１つの実施形態では、干渉計ＩＦは２つの回折格子アセンブリＧＡ１及びＧＡ２を含む
が、本明細書では単一回折格子干渉計（単一の回折格子アセンブリのみを有する）を排除
せず、後で以下に説明されるだろう。１つの実施形態では、干渉回折格子アセンブリＧＡ
１及びＧＡ２は、Ｘ線源ＸＲとＸ線検出器Ｄとの間に配置され、その結果、検査領域ＥＲ
はＸ線源と干渉計ＩＦとの間に画定される。より具体的には、２つの回折格子アセンブリ
ＧＡ１及びＧＡ２が配置されるＸ線検出器の放射線感受性表面と焦点スポットＦＳとの間
に空間があり、したがって、検査領域は、焦点スポットと回折格子アセンブリＧＡ１との
間、又は（もしあれば）ソース回折格子アセンブリＧＡ０（これに関するもっと多くのこ
とは後で以下に説明されるだろう）と干渉回折格子アセンブリＧＡ１との間の空間によっ
て形成される。変形として、図１に示したものと逆の干渉計幾何配置を代わりに使用する
ことができる。この逆の幾何配置では、検査領域ＥＲは干渉計ＩＦの間に挟まれ、すなわ
ち、検査領域ＥＲは回折格子アセンブリＧＡ１と回折格子アセンブリＧＡ２との間に挟ま
れるか、又は単一回折格子干渉計の実施形態では、検査領域は回折格子アセンブリＧＡ１
と検出器との間にある。撮像装置は１つの実施形態では走査タイプのものである。トモシ
ンセシスなどの１つの実施形態では、干渉計ＩＦは可動走査アームに配置され、干渉計は
、物体の下で水平又は曲線状走査運動で走査される。ある実施形態では、干渉計ＩＦは（
この実施形態では）固定検出器Ｄに対して走査され、一方、別の実施形態では、検出器Ｄ
及び干渉計ＩＦの両方が、一緒に走査運動で移動する。干渉計ＩＦの回折格子アセンブリ
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ＧＡ１、ＧＡ２のサイズは、検出器Ｄの放射線感受性表面の全体を本質的に覆うようにな
っているか、又は干渉計の回折格子アセンブリのサイズは、検出器Ｄの放射線感受性表面
よりも小さい。オプションとして、線源ＸＲと物体ＯＢとの間にプリコリメータＰＣがあ
る。加えて又は代わりに、さらに、物体と検出器との間にポストコリメータがある。
【００３５】
　以下では、便宜上、回折格子アセンブリＧＡ１を位相回折格子アセンブリと呼び、回折
格子アセンブリＧＡ２を分析回折格子アセンブリと呼ぶことが便利である。
【００３６】
　簡単に上記したように、いくつかの実施形態では、干渉計ＩＦの少なくとも１つの干渉
計の回折格子ＧＡ１、ＧＡ２に加えて、ソース回折格子アセンブリと呼ぶさらなる回折格
子アセンブリＧＡ０が存在する。ソース回折格子アセンブリＧＡ０は、Ｘ線源の焦点スポ
ットＦＳから距離ｆ０の近くに配置される。例えば、ソース回折格子Ｇ０は、Ｘ線管ユニ
ットＸＲのハウジングのＸ線窓に配置される。ソース回折格子がある場合、検査領域は、
ソース回折格子アセンブリＧＡ０と干渉計ＩＦとの間に、特に、ソース回折格子アセンブ
リＧＡ０と回折格子アセンブリＧＡ１との間にある。ソース回折格子Ｇ０の機能は、干渉
計ＩＦが動作のためにコヒーレンスを必要とするとき、放出された放射線を少なくとも部
分的にコヒーレントにすることである。固有コヒーレント放射線を生成することができる
Ｘ線源が使用される場合、ソース回折格子アセンブリＧＡ０を省くことができる。
【００３７】
　１つ又は２つの干渉回折格子アセンブリＧＡ１、ＧＡ２及びソース回折格子アセンブリ
ＧＡ０の各々は、それぞれ、本明細書ではソース回折格子Ｇ０、位相回折格子Ｇ１、及び
（もしあれば）分析回折格子Ｇ２と呼ばれるそれぞれの回折格子構造、又は略して「回折
格子」を含む。総称的に、それぞれの回折格子は本明細書では「Ｇｉ」と呼ばれ、ＧＡｉ
はそれぞれの回折格子アセンブリへの総称呼称であり、ここで、ｉ＝０，１，２である。
【００３８】
　１つの実施形態では、回折格子Ｇｉは、シリコンウェハなどの好適な基板（矩形又はさ
らに正方形であるが、円形などの他の形状が他の状況では要求されることもある）をフォ
トリソグラフィ処理することによって製造される。図１ｂ）は、Ｘ軸に沿った回折格子プ
ロファイルのクローズアップを示し、参照番号２１０は回折格子構造の１つの縁部を示す
。回折格子Ｇｉの平面は、Ｘ－Ｙ面と本質的に平行である。周期的刻線のパターンが、一
連の平行なトレンチとしてシリコン基板の表面に形成され、任意の２つの隣接するトレン
チは、それぞれのバー又はリッジＲＤによって分離される。図１ｂ）において、刻線（す
なわち、トレンチ及びリッジＲＤのパターン）はＹ方向に沿って延びる、すなわち、図１
の描画面中に伸びる。Ｘ軸は、リッジＲＧ／トレンチＴＲを横切って垂直に延び、Ｚ軸は
回折格子Ｇｉの平面に垂直である。分析回折格子Ｇ２の場合には、トレンチＴＲは、所望
の減衰挙動を生じさせるために、金又は他の高Ｚ数材料などの好適な充填材料で充填され
る。トレンチＴＲは、Ｚ軸と平行に延びる特定の深さｄで基板中に形成される。深さは、
基部本体２０２が基板の残りの部分によって形成されるように、グレーティングＧｉの完
全性を保持するために基板の全高Ｈには達しない。刻線が基板の一方の表面（図１ｂでは
下面である）に適用された後、そのようにして得られた回折格子Ｇｉは、構造的に、前記
基部本体２０２を含み、前記基部本体２０２からリッジＲＧが突き出ており、いずれのリ
ッジＲＤも側面のどちら側にもそれぞれのトレンチＴＲを有することが理解できる。各リ
ッジＲＧは、それぞれのリッジが基部本体２０２に移行する基部部分２０２を有する。前
記基部部分２０２から遠位に、各リッジのそれぞれの先端部分２０６がある。それぞれの
先端部分２０６は、リッジＲＧごとにそれぞれの末端部分２０８へと終端する。次いで、
それぞれの末端部分２０８は、刻線されない他方の遠位面とは対照的に、回折格子Ｇｉの
刻線面（本明細書では「第１の」面とも呼ぶ）を一緒に形成する。刻線の機能は、吸収回
折格子Ｇ０及びＧ２の場合にはＸ線を部分的に吸収することであり、位相シフト回折格子
Ｇ１の場合には回折ベースタルボット干渉パターンを作り出すことである。これは、以下
でより詳細に説明されるだろう。機能的に、及び様々な回折格子アセンブリＧＡｉの命名
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と矛盾せずに、回折格子Ｇ１は、吸収材回折格子又は好ましくは位相シフト回折格子のい
ずれかであり、一方、Ｇ２は吸収材回折格子である。放射線コヒーレンス付与ソース回折
格子Ｇ０は、一般に、吸収材回折格子である。しかしながら、他の機能的組合せを本明細
書では排除しない。シリコンの回折格子構造が本明細書では主として想定されているが、
他の材料、例えば、いくつかのタイプのプラスチックなどは排除されない。
【００３９】
　刻線パターンは１次元パターンであることが好ましいが、チェッカーボードパターンを
与えるなどの２次元とすることもできる。この場合、２組のトレンチ又はリッジがあり、
一方の組はＹ方向に延び、一方、他方の組はＸ方向に第１の組を横切って延びる。１Ｄの
例では、刻線は、基板の表面を横切って一方向にのみ伸びる。
【００４０】
　ＤＰＣＩ、又はより一般的には干渉計撮像操作の間、少なくとも部分的にコヒーレント
な放射線が、ソース回折格子Ｇ０（もしあれば）の下流に現れ、次いで、検査領域ＥＲを
通過し、その中の物体ＯＢと相互作用する。次いで、物体は、放射線への減衰、屈折、及
び小角散乱の情報を変調し、それは、次いで、干渉計ＩＦ回折格子Ｇ１及びＧ２の動作に
よって抽出される。より詳細には、回折格子Ｇ１は、コヒーレント放射線を位相シフト干
渉パターンに回折し、これは、次いで、分析回折格子Ｇ２があるところで複製される。分
析回折格子は、本質的に、回折干渉パターンに符号化された位相シフト情報を強度パター
ンに変換し、強度パターンは、次いで、モアレパターンの縞としてＸ線検出器Ｄで検出す
ることができる。より詳細には、物体が検査領域にない場合、較正撮像手順中に通常捕捉
される、参照パターンと呼ばれる、Ｘ線検出器Ｄで検出可能な干渉パターンが依然として
存在する。モアレパターンは、２つの回折格子が完全には平行とならないように、特に、
例えばわずかな湾曲を誘起することにより２つの回折格子Ｇ１とＧ２との間の相互空間関
係を調節するか又は「調整外しする」ことによって発生する。今、物体が検査領域に存在
し、上記のように放射線と相互作用する場合、ここではより適切には物体パターンと呼ば
れるモアレパターンは、参照パターンの乱されたバージョンとして理解される。次いで、
参照パターンからのこのずれを使用して、３つの画像（減衰、位相コントラスト、暗視野
）のうちの所望の１つ、２つ、又はすべてを計算する。良好な撮像結果では、回折格子Ｇ
１、Ｇ２の調整外れは、モアレパターンの周期が検出器の視野を横切ってごくわずかのサ
イクル（２つ又は３つ）の間拡大するようなものである。モアレパターンは、３つの画像
のうちの少なくとも１つ（特に、すべて）を抽出するために、例えばフーリエ処理される
。位相ステッピング技法などの他のタイプの信号処理が、さらに、本明細書では想定され
、他のところで報告されており、例えば、「Ｐｈａｓｅ　ｒｅｔｒｉｅｖａｌ　ａｎｄ　
ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ　ｐｈａｓｅ－ｃｏｎｔｒａｓｔ　ｉｍａｇｉｎｇ　ｗｉｔｈ
　ｌｏｗ－ｂｒｉｌｌｉａｎｃｅ　Ｘ－ｒａｙ　ｓｏｕｒｃｅｓ」、Ｎａｔｕｒｅ　Ｐｈ
ｙｓｉｃｓ　２、２５８～２６１（２００６）におけるＦ　Ｐｆｅｉｆｆｅｒ等による位
相ステッピング技法又は「Ｈｉｇｈ－ｓｐｅｅｄ　Ｘ－ｒａｙ　ｐｈａｓｅ　ｉｍａｇｉ
ｎｇ　ａｎｄ　Ｘ－ｒａｙ　ｐｈａｓｅ　ｔｏｍｏｇｒａｐｈｙ　ｗｉｔｈ　Ｔａｌｂｏ
ｔ　ｉｎｔｅｒｆｅｒｏｍｅｔｅｒ　ａｎｄ　ｗｈｉｔｅ　ｓｙｎｃｈｒｏｔｒｏｎ　ｒ
ａｄｉａｔｉｏｎ」、ＯＰＴＩＣＳ　ＥＸＰＲＥＳＳ、２００９年７月２０日／１７巻、
１５号におけるＡ　Ｍｏｍｏｓｅ等のフーリエ法などである。側方観察として、及び完全
を期すために、干渉計ＩＦの単一回折格子の実施形態が、分析回折格子Ｇ２の機能をＸ線
検出器Ｄ自体に統合することによって実施される。これは、１つの実施形態では（必ずし
もすべての実施形態ではなく）、Ｇ２機能を再現するために、ピクセル幾何配置、特に、
ピクセル間の相互間隔を注意深く配置することによって達成される。この実施形態では、
Ｘ線検出器Ｄは、微分位相コントラスト撮像及び／又は暗視野撮像の目的で、回折格子Ｇ
１によって生成された干渉パターンを検出する、すなわち、十分に解像するために、ピク
セルピッチを十分に小さくし、したがって、空間解像度を十分に大きくすることが好まし
い。その目的のために、Ｘ線検出器は、例えば約１マイクロメートル又はさらに高いよう
なマイクロメートル範囲又はサブマイクロメートル範囲の空間解像度をもつ高解像度Ｘ線
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検出器とすることができる。
【００４１】
　上述のような干渉計ＩＦは、タルボット－ロウ干渉計と一般に呼ばれるものである。干
渉計Ｘ線装置の撮像能力の精度のほとんどは、モアレパターン又は干渉パターンが検出器
Ｄのところで検出される明確さ次第である。前記明確さは、「可視性」の干渉概念によっ
て定量化される。可視性は、例えば、比（Ｉｍａｘ－Ｉｍｉｎ）／（Ｉｍａｘ＋Ｉｍｉｎ

）として定義された実験的に実証可能な量である。言い換えれば、可視性は、干渉パター
ンの「変調度」、すなわち、縞振幅と縞振動の平均値との比として理解される。そしてま
た、干渉パターンの可視性は、少なくとも部分的に、Ｘ線放射線（Ｘ線源によって生成さ
れたような）が干渉計及びソース回折格子Ｇ０（もしあれば）を照明する「設計エネルギ
ー」の関数である。
【００４２】
　可視性に影響を与える別の要因は、回折格子の幾何配置、特に、それぞれ、ソース回折
格子Ｇ０、位相回折格子Ｇ１及びＧ２のアスペクト比及びピッチｐ０、ｐ１、Ｐ２である
。本干渉計のコンテキストで使用する「ピッチ」は、回折格子刻線の空間周期を記述する
。アスペクト比は、回折格子の基板に形成されたそれぞれのトレンチＴＲの深さｄと、２
つの隣接するトレンチの間の距離との間の比を記述する。
【００４３】
　設計エネルギーにおける放射波長と一緒に回折格子の幾何配置は、ソース回折格子Ｇ０
と位相回折格子Ｇ１との間の距離ｌ（図示せず）、いわゆるタルボット距離、すなわち、
干渉計の中の回折格子Ｇ１と回折格子Ｇ２との間の回折格子間距離ｄ（図示せず）を決定
する。干渉計撮像の精度は、干渉パターンの初期に述べた複製が必要な可視性で生じるの
はそこのみであるので、回折格子幾何配置の精度及びタルボットの距離の順守の精度に基
づく。例えば、ソース回折格子Ｇ０は吸収材回折格子として働くので、これは、この機能
を適切に実行するために、必要とされるトレンチ高さに特定の要件を課する。Ｇ１線源に
よって生成されるような干渉パターンを拡大して干渉パターンを検出器のところで所与の
解像度で検出可能にするために、上述で説明したように本質的に動作する分析回折格子Ｇ
２（さらに一般に吸収材回折格子として構成される）には、同様の要求が必要とされる。
さらに、回折格子Ｇ１は、干渉パターンを、下流に向かって所望のタルボット距離（吸収
材回折格子Ｇ２が位置づけられる）において正確に定義された位相シフト（通常、π又は
π／２）で生成するように構成される。再度、干渉パターンが、必要な位相シフトで所望
のタルボット距離において正確に複製されるのを確実にするために、好適なアスペクト比
が、所与の撮像タスクにとって望ましい特定の設計エネルギーでは必要とされる。
【００４４】
　しかしながら、撮像システムＩＭが、正しい回折格子幾何配置と、正しいタルボット距
離に設定された干渉計ＩＦとにより、想定された設計エネルギーで動作される場合でさえ
、依然として、放射線シャドウイングによって引き起こされる可視性の損失が観察される
。言い換えれば、入射放射線の一部は干渉パターンを生成するのに使用されない。この影
響は、放射線の方向がトレンチの厚さ又は深さＤの方向と平行でなく、それに対して傾い
ている場合に特に顕著である。言い換えれば、この影響は、放射線ビームの幾何配置が平
行ビームではなく扇形ビームである場合に避けられない。トレンチが光軸から離れるほど
、放射線シャドウイング効果は顕著になる。
【００４５】
　放射線シャドウイング効果に対処する対応策として、回折格子アセンブリＧＡｉは、そ
れぞれの回折格子構造Ｇｉに加えて、それぞれの回折格子ＧＩの刻線表面に付けられた電
磁トランスデューサシート又はフォイルを含む。電気機械トランスデューサフォイルは、
特に、電歪材料の層ＥＬから形成される。この層は、回折格子構造の刻線表面に、すなわ
ち、リッジの先端又は末端部分２０８に十分な把持及び剛性で結合される。電歪層は、１
対の（好ましくはコンプライアントな）電極ＥＣを通して電圧を印加する際、静電圧力が
生じる性質を有する。これは、電歪層の機械的圧縮をもたらし、層は、方向Ｚに、すなわ
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ち、層の厚さの方向に、又は言い換えればリッジの高さｄの方向に収縮する。層材料の想
定される非圧縮性のために、層は、当然、層の面の２つの空間的方向Ｘ、Ｙに膨張しよう
とする。リッジが延びる方向を横切るＸ方向の歪み成分は、Ｘ軸に沿ってリッジを横切る
横の力を及ぼす。適切に調節された場合、回折格子構造Ｇｉの一部、特にリッジは、前記
横の力によって前屈して、電圧が適切に選ばれるならば撮像装置ＩＭの焦点スポットＦＳ
と一致する回折格子アセンブリの外側の焦点に又はそれに向かって少なくとも部分的に整
列する。次いで、そのように整列したリッジ間のトレンチは、同様に、焦点に整列し、次
いで、より高い割合の放射線エネルギーが干渉パターンへの回折に使用され、それにより
、効率が向上する。
【００４６】
　より詳細に、図２は、回折格子アセンブリＧＡｉを横切るＺ－Ｘ面の断面を示す。具体
的には、図２は、弛緩状態又は非通電状態、すなわち、電圧が電極ＥＣを通して印加され
ていないときの回折格子アセンブリを示す。すべてのリッジＲＤが、今は、光軸と平行に
整列している。この状況では、放射線シャドウイングが、扇形ビームに対して生じる可能
性がある。対照的に、図３による同じ面を横切る断面図は、通電状態、すなわち変形状態
の回折格子アセンブリＧＡｉを示しており、電歪層が、作動電圧Ｕ０の印加によって横方
向膨張へと変形されている。したがって、リッジの先端２０８への層ＥＬの機械的結合に
より、リッジＲＤ、トレンチＴＲは、撮像装置の焦点スポットＦＳのような共通の場所に
向かって整列する。言い換えれば、回折格子アセンブリＧＡｉ、より具体的には、回折格
子構造Ｇｉは、撮像装置の焦点スポットに合焦される。電歪層の横方向膨張によって加え
られる横の力は、回折格子構造にＸ軸に沿って両方向（負及び正）に作用する。その結果
、リッジのうちのいくつか、すなわち、回折格子の一方の縁部の方に位置するものは右に
屈曲され、回折格子の他方の縁部の方に位置するものは左に屈曲され、一方、回折格子Ｇ
ｉの中心領域に位置するリッジは概して乱されないままである。言い換えると、リッジが
回折格子構造の中心から離れるほど、曲り又は傾斜が顕著になる。その時好ましくは、ア
センブリＧＡｉは、光軸ＯＡが回折格子Ｇｉの前記中心部分を通って延びるように撮像装
置ＩＭ内に装着される。理想的には、リッジは、曲げられるというよりはむしろ対照的に
傾斜されるか又は斜めにされ、早めの挙動が、回折格子構造に十分な可撓性の材料を使用
することによって促進される。図３に示すように、電歪層ＥＬが反対方向に（Ｘ及び－Ｘ
に沿ってということであるが）リッジを引き伸ばすように作用するので、焦点は、回折格
子Ｇｉ「の後に」（Ｚ方向に沿って見たとき）画定される、すなわち、焦点は、Ｘ線源と
回折格子Ｇｉとの間の空間に位置する。さらに言い換えれば、回折格子アセンブリＧＡｉ
は、使用の時、リッジが、回折格子構造の基部本体から離れて且つＸ線源ＸＲから離れて
撮像装置の検出器の方に突き出るように撮像装置内に装着される。
【００４７】
　次に、図４を参照して、電歪プロセスの特性がより詳細に検討され、膨張挙動が本目的
のためにどのように有用に扱われるかが検討される。誘電定数εを有するエラストマで製
作された初期の高さ又は厚さｈ０の層ＥＬ又はフォイルは、図４ａのように上面及び下面
にコンプライアント（すなわち、可撓性）電極を備える。前に導入した基準Ｘ－Ｙ－Ｚの
フレームと一致させるために、縁部ａ、ｂはそれぞれ軸Ｘ及び軸Ｙと平行に延び、高さｈ
すなわち層厚はＺ軸に沿って伸びると仮定する。これらの電極に大きさＵの電圧を印加す
ると、電荷が電極に現れ、それにより、静電力に起因して、層の表面に垂直な力がこれら
の電極の間にもたらされる。電極表面の面積当たりの力は圧力であり、層ＥＬはそれに耐
えなければならない。
【００４８】
　圧力ｐは次式で与えられる。
　ｐ＝εｏ×ε×Ｅ２、ここで、Ｅ（電界）はＥ＝Ｕ／ｈで与えられる、
　εｏ＝真空中の誘電率、
　ε＝材料依存比誘電率、
　ｈ＝フォイルの残存厚、すなわち、電圧の印加中の厚さ（対照的に、上述で導入したｈ
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は、電圧が印加されていないときの弛緩状態の厚さを示す）
【００４９】
　圧力は、フォイルに機械的応力σｈを誘起し、歪み応答ｓｈが生じる。応力－歪関係は
、ヤング率Ｙを介して、
　σｈ＝Ｙ×ｓｈ（応力－歪み関係）
によって記述される。
【００５０】
　表記法の簡単な注釈：電界Ｅとの混同を避けるために、ここでは、応力－歪み関連にお
ける弾性率Ｅではなく「ヤング率Ｙ」という用語を使用する。
【００５１】
　基本的な事実の要約：
　ａ）プレート内の応力は電界によって引き起こされた圧力によってもたらされる、
　ｂ）垂直方向の応力σｈの大きさは、印加される静電圧力の大きさに等しい：（σｈ＝
ｐ）、
　ｃ）垂直方向の歪みｓｈは応力－歪関係によって与えられる。
【００５２】
　したがって、ｓｈ＝－ｐ／Ｙ＝－εｏ×ε／Ｙ×Ｅ２＝－Ｑ×Ｅ２であり、
ここで、符号「－」は、電界／電圧が印加されたときプレートの厚さｈが収縮することを
示す。量Ｑ＝εｏ×ε／Ｙは材料の電歪係数として知られている。ここから、高い誘電率
ε及び高い弾性１／Ｙ（低いヤング率）をもつ材料は電歪に関して最適な材料であること
が分かる。
【００５３】
　次に、垂直歪みｓｈがどのように層表面と同一な面の横歪みｓｌ面内に変換するかとい
う問題を調べる。これに答えるために、エラストマの大部分が圧縮できないという事実を
利用する。これは、プレートの体積Ｖが一定のままであることを意味する。それゆえに、
初期の体積では、Ｖ＝ｈｏ×ａｏ×ｂｏ＝一定である。電歪の場合、Ｖ＝ｈｏ×（１＋ｓ

ｈ）×ａｏ×（１＋ｓａ）×ｂｏ×（１＋ｓｂ）＝ｈｏ×ａｏ×ｂｏが得られ、ここで、
それぞれ、軸Ｚ、Ｘ、及びＹに沿った適切な方向の歪みとしてのｓｈ、ｓａ、ｓｂがある
。
【００５４】
　等方性の挙動を有する均一な材料では、共通の横歪みｓｌが、ｓａ及びｓｂに対してｓ

ｌ＝ｓａ＝ｓｂのように導入される。体積は一定のままであるので、（１＋ｓｈ）×（１
＋ｓｌ）２＝１に達する。この式をｓｌについて解くと、小さい歪みｓｈに対して、ｓｌ

＝１／（ｓｑｒｔ（１＋ｓｈ）－１≒－０．５ｓｈが得られる。定義によりプレートの横
方向膨張を抑制しないコンプライアント電極の場合、プレートは、電圧が印加されたとき
垂直歪みｓｈの半分（高さ減少と比較して）でａ方向及びｂ方向に自動的に伸ばされる。
この場合が図４ｂに略図で示されている。次のステップ（図４ｃを参照）において、第１
の制約を導入する。ここで、下部電極が、両方向、すなわちａ方向及びｂ方向に非コンプ
ライアントである（すなわち、堅い）と仮定される。これは、十分な剛性の剛体プレート
上に電極を接着することによって達成される。今では、エラストマプレートの下面の膨張
は可能でなく、下面ではａ＝ａｏ及びｂ＝ｂｏである。上面の電極は依然としてコンプラ
イアントなままである。この制限の下で、プレートの以前の矩形形状は、図４ｃにおいて
上下逆さに配置された平坦な角錐台に変換する。最後のステップにおいて、第２の制約を
導入し、上面はａ方向にのみ膨張することができる。ｂ方向の膨張は、どんな手段によっ
てでも阻止される。結果が図４ｄに示されている。初期に図面の面と同一な面であった層
ＥＬの垂直壁の方向ａ－ｈ（Ｚに沿った）は、Ｘ－Ｙ面に平行な面を保ったままである。
しかしながら、図面の面に垂直な層ＥＬの壁ｂ－ｈ、すなわち、Ｚ－Ｙ面と平行なものは
、反対方向に対称的に斜めにされる。結果として、層ＥＬのＺ－Ｘ面（「前面及び裏面」
）の層ＥＬの断面は、台形状を呈する。
【００５５】
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　体積一定の条件の適用から、歪み関係は、
　ｓｕａ＝－２×ｓｈ

を与える。
【００５６】
　プレートの上面のａ方向の歪みの大きさｓｕａは、電界／電圧によって引き起こされる
高さ方向の歪みの大きさｓｈの２倍である。したがって、抑制（非コンプライアント）電
極のこの特殊な場合には以下の関係に達し、Ｘ／ａ方向の上面の予想される歪みｓｕａは
、
　ｓｕａ＝－γ２×ｓｈ＝－γ×２×εｏ×ε／Ｙ×Ｅ２＝－γ×２×Ｑ×Ｅ２＝－γ２

×Ｑ×（Ｕｏ／ｈｏ）２　（１）
であり、ここで、１に関する補正係数としてのγは、図４ｄで想定したような理想的な幾
何配置からの偏りを償う。
【００５７】
　図４ｃ）及び図４ｄ）に関連して上述で説明したような層ＥＬの部分的変形挙動は、好
ましいものである。これらの挙動は、変形をより効率的に使用するために、層ＥＬの変形
作用又は歪みを制限する好適な制限機構を配置することによって実現される。言い換えれ
ば、変形制限機構は、層の望ましくない変形を制限し、望ましい場所に変形作用を集中さ
せるのに役立つ。理想的には、層ＥＬの一部が、横方向膨張により変形すると想定される
回折格子の刻線表面に結合される。より具体的には、変形制限機構により、変形作用は、
前記一部において横向きに制限される。変形制限機構は、１つの実施形態では、図２及び
図３の実施形態に示したようなプレートＳＰ２などの補強材要素によって達成される。補
強材プレートは、回折格子構造の遠位にある電歪層の表面に十分な把持及び剛性を伴って
融着又は接着によって結合される。言い換えると、補強プレートＳＰ２は、回折格子構造
ＧＩの刻線表面に接着される表面から遠位にある電歪層の他方の表面に貼り付けられる。
したがって、回折格子Ｇｉに結合される電歪層の部分は、遠位の部分よりも多い変形を経
験し、変形作用は回折格子界面において横方向の作用に集中し、それにより、図４ｄによ
る構成を実現する。言い換えれば、コンプライアント電極ＥＣのシステムを層ＥＬの表面
に適用すると、図４に匹敵する状況を有することになる。層ＥＬと回折格子先端部分２０
６との間の、例えば接着を介した、結合、及び層の遠位表面と（下部の）平坦化プレート
ＳＰ２の対向表面（図２及び図３では上部）との間の結合が十分に大きい場合、図４ｄの
ように層ＥＬの横方向膨張に対して自由の状態が部分的に抑制される。次に、電圧がコン
プライアント電極ＣＥのシステムにより印加されると、層の矩形断面（Ｘ－Ｚ面又はＹ－
Ｚ面）は、層の横方向膨張への自由のみが、回折格子ＧｉのリッジＲＤが延びる方向（Ｘ
）に対して垂直な方向に回折格子リッジ２０６の先端２０６で与えられるので、初期の断
面（例えば、矩形断面）から台形断面に変形する。したがって、回折格子リッジＲＧの先
端２０６は、図３に示すように、電歪層の上面の膨張によって（水平な）方向Ｘに徐々に
シフトされる。回折格子Ｇｉに結合された層の表面の対称な膨張のために、リッジＲＧは
、今では、理想的には焦点スポットＦＳと一致する回折格子アセンブリの外側の焦点に「
仮想的に」合焦されるように見える。変形制限機構ＳＰ２の効果は、印加電圧の単位当た
りの横歪みの増加である。これを、リッジの曲りによる「仮想」合焦と呼び、これを、図
１１～図１３において以下でより詳細に説明するようにリッジを実際に傾斜させることに
よって達成可能な焦点への真の合焦又は整列と対比させる。
【００５８】
　さらなる実施形態によれば、刻線表面から遠位の、すなわち、リッジから遠位の回折格
子構造ＧＩの非刻線面に堅く固定された第２の補強プレートＳＰ１がある。言い換えれば
、この実施形態では、回折格子構造ＧＩは、２つの比較的薄い剛体補強プレートＳＰ１、
ＳＰ２間にサンドイッチ状にクランプされる。第２のプレートＳＰ１は、単独で及びプレ
ートＳＰ２と組み合わせて、実質的に先端部分２０６のみを横方向に変形させ、一方、回
折格子の残りの部分、特に本体２０２を平坦に保持することによって、電圧当たりの横歪
みの効率をさらに向上させるブースタとして働く。
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【００５９】
　１つの実施形態では、補強プレートＳＰ１、ＳＰ２は、回折格子構造及び／又は電歪層
ＥＬよりも高い剛性を有する好適な材料、例えば、ＣＦＫ（炭素強化エポキシ）などから
形成される。２つの補強プレートＳＰ１、ＳＰ２は、同じ材料から形成されてもよいし、
又は異なる材料から形成されてもよい。それらは同じ剛性を有することができ、又はそれ
らは、各々それぞれ電歪層及び回折格子構造の異なる剛性要件に対応する異なる剛性（例
えば、異なる厚さのために）を有することができる。好ましくは、プレートＳＰ１、ＳＰ
２は、Ｚ方向に見たとき、形状及び／又はサイズが回折格子Ｇ１と一致する。好ましくは
、補強プレートＳＰ１、ＳＰ２は回折格子Ｇｉ及び層ＥＬと同一の広がりを有する。補強
要素ＳＰ１、ＳＰ２は、必ずしも回折格子又は層ＥＬのそれぞれの面の全体を覆わない。
例えば、補強プレートＳＰ１、ＳＰ２は、必ずしも閉じた表面を形成するのではなく、「
貫通孔」又は穿孔を有する。例えば、プレートＳＰ１、ＳＰ２の一方又は（もしあれば）
両方は、それぞれの格子構造又は網目構造として配置されてもよい。
【００６０】
　図５ａ）及び図５ｂ）は、第２の実施形態による回折格子アセンブリのＧＡｉの２つの
断面図を示す。上述の図２及び図３のように、図５ａ）及び図５ｂ）は、それぞれ、変形
した及び変形していない２つの状態を表す。この実施形態は、一般に、図２及び図３の実
施形態と同様であるが、第２の補強プレートＳＰ２が省かれている。言い換えれば、以前
に図２及び図３の実施形態で説明したような回折格子構造Ｇｉに結合された単一の補強プ
レートＳＰ１のみがある。この単一の補強プレートの実施形態は、回折格子構造のリッジ
への変形作用（特に、電歪層ＥＬの膨張によって誘起される横歪み）を制限するのに役立
つ。回折格子構造の残りの部分、特に基部本体２０２は、変形されないか又は少なくとも
実質的に変形されないままである。上記のように、回折格子の基板２０２は、回折格子基
部の平坦度を保証するために、平坦化プレートＳＰ１上に貼り付けられる、例えば接着さ
れる。電歪層ＥＬは、コンプライアント電極ＥＣを備え、さらに回折格子の先端２０６に
接着される。次に、電歪プロセスにより、層ＥＬは、上面及び下面の両方で水平方向に横
方向に膨張する。断面は、剪断応力が現れない矩形のままである。この実施形態では、単
一の補強プレートＳＰ１しか使用されないので、電歪プロセスの感度Ｑ（電界の平方単位
当たりの歪み）は、ほぼ半分になる（すなわち、式（１）の係数「２」は落ちる）。
【００６１】
　電歪係数Ｑの大きさには数値例としてＱ≒５×１０－１６ｍ２／Ｖ２を採用し、ポリウ
レタンベースポリエステルの１００μｍ厚層を回折格子Ｇｉに適用したとき、出願人は、
ある撮像装置ＩＭ（マンモグラフィ撮像装置など）においてわずか約Ｕ０≒３０Ｖの電圧
の印加によって所望の焦点の合焦スポットを達成したことを観察した。この場合、回折格
子Ｇｉの外側エッジの近くの回折格子リッジの先端２０６の曲りは、約１μｍである。１
００μｍフォイルに印加された３０Ｖ（Ｅ＝０．３ＭＶ／ｍ）は、エラストマフィルムの
絶縁破壊強度（≒５０ＭＶ／ｍから２００ＭＶ／ｍ）よりもはるかに少ない。
【００６２】
　電歪層ＥＬには、任意の好適なアモルファス又はガラス質固体を使用することができる
。特に、電歪層ＥＬは非晶質構造を有する。より具体的には、１つの実施形態では、電歪
層ＥＬはシリコン又はポリウレタンベースポリマーである。さらにより具体的には、電歪
層ＥＬは誘電エラストマである。電歪層ＥＬのアモルファス又はガラス質材料特性は、弾
性を与える。言い換えれば、電圧が印加されない場合、電歪層は元の形状に戻る。言い換
えると、リッジが平行でなく、撮像装置の焦点スポットに整列している合焦状態を維持す
るためには、撮像の間電圧をオンに切り換えたままでなければならない。電圧をオフに切
り換えると、層ＥＬは非刺激状態に戻り、その結果、その時リッジが再び平行になるので
リッジの合焦が失われる。好適な電歪材料は、例えば、「Ｅｌｅｃｔｒｏｓｔｒｉｃｔｉ
ｏｎ　ｏｆ　ａ　Ｐｏｌｙｕｒｅｔｈａｎｅ　Ｅｌａｓｔｏｍｅｒ－Ｂａｓｅｄ　Ｐｏｌ
ｙｅｓｔｅｒ」、ＩＥＥＥ　Ｓｅｎｓｏｒｓ　Ｊｏｕｒｎａｌ、６巻、４号、２００６年
、８７６～８８０頁にＩ．　Ｄｉａｃｏｎｕ等によって、又は「Ｅｌｅｃｔｒｏｓｔｒｉ
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ｃｔｉｏｎ　ｏｆ　ｐｏｌｙｍｅｒ　ｄｉｅｌｅｃｔｒｉｃｓ　ｗｉｔｈ　ｃｏｍｐｌｉ
ａｎｔ　ｅｌｅｃｔｒｏｄｅｓ　ａｓ　ａ　ｍｅａｎｓ　ｏｆ　ａｃｔｕａｔｉｏｎ」、
Ｓｅｎｓｏｒｓ　ａｎｄ　Ａｃｔｕａｔｏｒｓ　Ａ　６４（１９９８年）７７～８５頁に
Ｒ．　Ｅ．　Ｐｅｌｒｉｎｅ等によって記述されている。
【００６３】
　電歪層ＥＬのＸ線露光の繰り返しは、ある程度の劣化を時間とともにもたらすことがあ
る。しかしながら、好適な温度での焼もどし及び／又は硬化処理を時折行うことによって
層ＥＬをある程度「修復する」ことができることが見いだされている。この修復処置で使
用される温度及び適用の頻度及び／又は持続時間は、一般に、手元の電歪層ＥＬの特性、
例えば、厚さ、使用されている材料などに依存する。このＸ線修復処置は、外部のマイク
ロ波又は赤外線源からの単純な露光によって実施される。代替として、この線源は撮像装
置に統合されてもよい。アセンブリＧＡｉに統合された電熱線による熱的加熱も想定され
る。例えば、硬化処理又は焼もどしによる修復処置を達成するために、電熱線の１つ又は
複数のループが回折格子アセンブリＧＡｉのフレームに統合されてもよい。好ましくは、
層ＥＬは、それが適用される回折格子の刻線表面と同一の広がりを有する。言い換えれば
、層ＥＬは、回折格子の刻線表面の全体を覆う。しかしながら、層ＥＬが回折格子の刻線
表面よりも面積において小さい又は大きい実施形態を本明細書では排除しない。
【００６４】
　電歪層ＥＬに活性化電圧を印加するための１対の電極ＥＣは、別々のコンプライアント
な構成要素として配置される。例えば、１つの実施形態では、電極は、電歪層の両面に付
けられる、グラフィックパウダーなどの好適な材料から又は好適な金属からのそれぞれの
被覆である。特に、電極は、電歪層を横切る均一な電界を作り出すのを促進するようにル
ープ構造（閉ループ構造）として配置される。
【００６５】
　代替として、分離した構成要素として電極を別々に配置することは、補強プレートＳＰ
２と回折格子構造の両方のそれら自体をそれぞれの電極として使用し、図２及び図３の実
施形態に示したように電歪層を挟むことによって避けることができる。単一の補強プレー
トＳＰ１のみが使用される図５の実施形態では、１つの電極は被覆として電歪層ＥＬの遠
位側に付けられ、一方、第２の電極の役割は回折格子構造が引き受ける。回折格子ＧＩ及
び補強プレートが電極として使用される場合、それらは必要な導電率を有することが保証
されなければならない。例えば、その時、これらの構成要素はシリコン又は金属ベース構
成要素から形成される。回折格子Ｇｉのピッチの約１０倍に等しいか又はそれを超える電
歪層ＥＬの厚さでは、電界は、層ＥＬの厚さにわたって十分に均一であり、そのため、電
気歪効果の効率の著しい損失は予想されない。図４ｃ）、図４ｄ）に示した通りに変形制
約を実現するために、プレートＳＰ２又はＳＰ１を使用する代わりに、非コンプライアン
トな少なくとも１つの電極をもつ電極ＥＣのシステムを代わりに使用することができるこ
とが上述の図２～図３及び図５から明らかであろう。
【００６６】
　それぞれ、回折格子構造と補強プレート及び電歪層との間の機械的結合を向上させるた
めに、好適な接着層がそれぞれの面の間に置かれる。特に、リッジ先端２０８と、電歪層
のそれぞれの表面との間の界面では、先端を電歪層に直接接着するのではなく、接着層が
中間に置かれる。これは、良好な剛体結合を促進するだけでなく、回折格子構造Ｇｉと電
歪層とを一緒に接着する場合にそれらが互いの方に押し付けられるとき、接着剤がトレン
チにしみ込むことも防止する。
【００６７】
　図６は、それぞれの表面対の間の、すなわち、それぞれ、電歪層及び回折格子構造Ｇｉ
の対向する面の間の、並びに補強プレートＳＰ１及び回折格子構造Ｇｉの対向する面の間
の把持及び機械的結合を促進する仕方の別の解決策を示す。例えば、及び１つの実施形態
によれば、リッジＲＤの末端部分２０８に結合されるべき電歪層の面は、層ＥＬの横方向
膨張の間互いに連結する接触面を形成するために、粗化することによって又はさもなけれ
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ばパターンを施すことによって構造化される。より具体的には、電歪層のそれぞれの面は
、層が回折格子Ｇｉに接触して押し付けられるとき各々が回折格子の末端部分の１つ又は
複数を少なくと部分的に受け取るような形状及びサイズで形成された鋸歯プロファイル又
は矩形窪みのパターンによって構造化される。末端先端部分２０８は、窪みのそれぞれの
ものと位置合わせされ、それにより、層の横方向膨張の間回折格子と層とが効果的に連結
し、一方、その時、リッジＲＤは、屈曲され、焦点スポットに整列する。窪み又は「パッ
チ」は対称とすることもでき、又は非対称とすることもできる。例示的な実施形態では、
電歪層の受取面は、約１μｍのリッジ幅を仮定して、リッジＲＤに沿ったｙ方向に１０μ
ｍから１００μｍ及びリッジＲＤ方向を横切って垂直にｘ軸に沿って約０．１μｍから０
．３μｍなどの矩形パッチ又は帯状パッチに非対称的に構造化される。パッチの高さ又は
「深さ」は、約０．１μｍから１μｍである。パッチは、さらに、正方形又は他の形状な
どの（完全に）対称な構造として配置されてもよい。
【００６８】
　把持の改善のための同様の構造が、回折格子構造の遠位面及び補強プレートＳＰに適用
されてもよい。矩形構造をもつ例示的な実施形態が、図６の右及び下にＸ及びＹ方向の２
つの側面プロファイルで示されている。図６の中央部分は、Ｚ方向における、電歪層の表
面又は回折格子構造の非刻線遠位面の平面図を与える。密度高く影付けされた正方形は浮
き出し領域を表し、一方、薄明るい正方形は凹みを表す。使用時に、一方の面の浮き出し
領域は、電圧が電歪層ＥＬにわたって印加されたとき電歪層ＥＬの横方向膨張によって引
き起こされるＸ軸に沿った横歪みに対して連動するように、他方の面に形成された対応す
る凹みと位置合わせされる。図６のパターンは２次元であるが、１次元パターンは、リッ
ジＲＧの道筋を横切るＸ方向に沿った横歪みに対して連動するのに十分である。これらの
実施形態のいずれにおいても、それぞれの面にパターンを施すのは、例えば打抜加工又は
ダイエンボシングなどによって行われる。
【００６９】
　回折格子リッジＲＤ、したがって、トレンチは、１つの実施形態では、回折格子構造Ｇ
Ｉの表面にわたって連続的に及び／又は直線的に伸びているが、これの代替実施形態も想
定される。例えば、トレンチ及び回折格子は、横方向の間隙又は「切込み」によって中断
されてもよく、したがって、連続的なラインを形成しない。これにより、電歪層ＥＬの横
方向の変形によるリッジの曲げがより容易になる。さらなる別の実施形態で、図７ａ及び
図７ｂに示すように、直線以外のリッジＲＧの道筋も想定される。図７ａ及び図７ｂによ
って与えられる図は、ｚ軸に沿っており、したがって、平面図を与える。例えば図７ａの
実施形態では、回折格子リッジＲＧは、直線的に伸びるのではなく、１組の同心円として
配置され、肉太の黒色レンダリングで示された各円はそれぞれのリッジを表し、それぞれ
の円形トレンチがそれらの間にある。再度、リッジ剛性を低減させ、それにより、より容
易な曲げ又は傾斜を促進するために、それぞれの円形リッジは、１つの実施形態では、直
線構成に対して上記したように、リッジを横切って横断して切り込んでいる一連の間隙に
よって中断される。間隙は、図７ａに示すように均一に配置されてもよいが、さらに各リ
ッジＲＧを横切って不規則なパターンでランダムに配置されてもよい。図７ａによる規則
的パターンでは、リッジ間隙は、さらに、半径方向に整列して配置される。図７ｂの実施
形態では、リッジは、互いに入れ子にされた多角形風に配置される。一連の直線リッジセ
グメントによって形成される個々の「リッジ多角形」ＲＧは、回折格子構造ディスクＧｉ
の中心点に中心がある同心多角形を形成するように配置される。再度、隣接するセグメン
ト間に形成される間隙は、規則的に、より詳細には、各多角形に沿って規則的に、及び／
又は複数の同心状に配置された多角形セグメントを横切って規則的に放射状に配置される
。
【００７０】
　電歪層ＥＬ及び／又は補強要素ＳＰ１、ＳＰ２（もしあれば）の形状は、形状及びサイ
ズにおいて回折格子構造と本質的に同一の広がりを有することが理解されよう。例えば、
図１～図６において前に論じた実施形態では、回折格子構造は、Ｚ軸に沿って、本質的に



(17) JP 2018-537144 A 2018.12.20

10

20

30

40

50

矩形又は正方形のフットプリントを有し、プレートとして配置された層ＥＬ及び補強要素
ＳＰ１、ＳＰ２もまた同様である。回折格子が図７におけるように円形の実施形態では、
電歪層及び／又は補強要素は、プレートではなく補強ディスクとして配置されることによ
ってこれに合致する。しかしながら、形状のこの合致は、必ずしもすべての実施形態に存
在しない。例えば、円形回折格子が、異なる形状、例えば矩形を有する電歪層及び／又は
補強プレートと組み合わされる実施形態が想定される。或いは、代替の矩形回折格子が、
円形の電歪層ＥＬ又は補強ディスクＳＰ１、ＳＰ２と組み合わされる。好ましくは、回折
格子構造のフットプリント（Ｚ軸に沿った）が一般に電歪層又は補強要素ＳＰ１、ＳＰ２
よりも小さいという要件がある。電歪層及び／又は補強要素への回折格子構造の貼付けは
、電歪層の横歪みによって与えられた横方向膨張力に耐えることができる機械的結合の形
成を可能にする任意の好適な手段（融着又は接着など）によって達成される。
【００７１】
　状況によっては、回折格子リッジの剛性のために、すべてのリッジの反力が合計される
。特に、回折格子Ｇｉ（ｘ＝０）の中心部の近傍においてである。これは、リッジの望ま
しくない非線形変位プロファイルをもたらす。線形変位プロファイルを促進するために、
一連の異なる電極対が、リッジの非線形変位プロファイルに応じて使用される。次いで、
各対の電極は異なる電圧を生じさせる。例えば、リッジ先端を変位させるためにより高い
総力の要求がある回折格子構造の部分（例えば、Ｘ軸のｘ＝０の近く）では、リッジのこ
れらの領域に作用するより多い量の横の力を引き起こすために、より高い電圧が印加され
る。言い換えれば、単一の電極対を使用するのではなく、複数の電極対が、回折格子Ｇｉ
にわたって分散して使用され、局所剛性要件に対応する特定の場所依存電圧を供給するた
めに個々に調節される。均一な変位プロファイルを達成する１つの手法は、較正手順にお
いて、均一の電圧を回折格子構造に印加し、次いで、局所変位プロファイルを調査するこ
とである。回折格子構造の異なる領域では、その時、異なる電圧要件が記録され、次いで
、それぞれの電圧をもつ適切な一連の電極が設計される。代替として、線形変位プロファ
イルを達成するために、ちょうど今説明したような複数の調整された電極電圧を使用する
のではなく、変化する不均一な厚さプロファイルｄ（ｘ，ｙ）をもつ電歪層ＥＬを使用し
て、線形の先端変位からの望ましくない偏りをＥ（ｘ，ｙ）＝Ｕ／ｄ＝Ｕ／ｄ（ｘ，ｙ）
によって補償する。ここで、Ｅは電界を表し、Ｕは電圧を表し、ｘ，ｙは、軸Ｘ，Ｙに対
する回折格子の場所を表す。
【００７２】
　次に、図８を参照すると、これは、撮像装置のさらなる実施形態を示し、この撮像装置
は、電歪層をもつ回折格子アセンブリを含み、Ｘ軸に沿った焦点の横変位を達成するよう
に下部補強プレートＳＰ２に作用する機械又は好ましくは電気機械平行移動ステージＴＳ
をさらに含む。代替として、単一の補強プレートの実施形態が使用される場合、平行移動
ステージＴＳは、平行移動ステージを電歪層に適用することによってＸ方向に回折格子深
さを横切って作用する。特に、線形平行移動ステージＴＳは、圧電トランスデューサとし
て実現される。上部プレートＳＰ１は横変位に抗して固定され、又は、逆に、平行移動ス
テージＴＳは他の（上部）プレートＳＰ１に作用し、下部プレートＳＰ２は固定されたま
まである。下部プレートＳＰ２のわずかな横シフトによって、回折格子の先端部分２０６
は、Ｘ軸に沿って同じ方向に、すなわち、正方向又は負方向に全体的にシフトされる。そ
の結果は、反対方向への焦点の横シフトである。したがって、そのようなトランスデュー
サＴＳによって、回折格子システムの焦点の位置は、Ｘ線管ＸＲの焦点スポットの横方向
位置と一致するように調整可能である。横方向トランスデューサステージは、二重又は三
重焦点Ｘ線管などの多焦点Ｘ線管とともに使用するのに特に有益である。
【００７３】
　上述のような提案した回折格子アセンブリＧＡｉのうちの１つ又は複数を有する干渉計
撮像装置ＩＭは、一般に、それぞれの回折格子アセンブリ内の回折格子構造の合焦を推進
するために専用の電圧源又は少なくとも電源接続（両方とも図２では単に「ＶＳ」として
示されている）を含む。図６において上述で論じ導入した平行移動器ステージＴＳと組み
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合わされると、提案する撮像装置は、ユーザに、２次元で、すなわち、Ｘ－Ｚ面において
回折格子合焦に対して調節する可能性を提供する。焦点の位置は、Ｚ方向において、電歪
層に印加する電圧を増減することによって捜し出されるか又は調節される。焦点位置は、
平行移動ステージに好適な電圧を印加し、それによって、必要なシフトを引き出すことに
よって、Ｘ方向に沿って、すなわち、左又は右に、独立にシフトされる。Ｚ方向又はＸ方
向の２つの方向のいずれかの回折格子の合焦は、外部環境要因によって引き起こされる撮
像装置の幾何配置の変化に対して調節するために、較正手順を自由に繰り返すことができ
る。それにより、放射線シャドウイング効果を大きく排除できるので、高度の管エネルギ
ー効率が保証される。回折格子の焦点合焦の際にユーザを支援するために、現在の回折格
子整列による焦点の現在の位置に対するＸ線源の焦点の位置を示す好適なグラフィカルユ
ーザインタフェース（ＧＵＩ）が備えられる。ユーザは、２つの点、すなわち、Ｘ線源の
焦点スポット及び回折格子の共通焦点の一致を達成するために、電歪層及び／又は平行移
動ステージに印加されるべきそれぞれの電圧を変化させるのにボタン、ジョイスティック
、又は別のやり方などの好適な制御手段を操作することができる。ＧＵＩの制御ソフトウ
ェアは、撮像装置ＩＭに関連したワークステーション（図示せず）などの汎用コンピュー
タ上で走る。制御ソフトウェアは、好適なインタフェース回路を介して回折格子のＸ合焦
又はＺ合焦のための１つ又は２つの電圧源と通信することができる。次いで、この構成は
、撮像装置ＩＭを調節するために以下の方法を実施する。第１のステップＳ１において、
１つ又は２つの電圧が、回折格子ＧＡｉのうちの１つに属する焦点をＸ軸及び／又はＺ軸
に沿ってシフトさせるために受け取られる。ステップＳ２において、次いで、電歪層ＥＬ
及び／又は平行移動ステージが、Ｘ軸又はＹ軸に沿った共通焦点のそれぞれのシフトを達
成するために作動される。これらのステップは、管ＸＲの焦点スポットとの一致が達成さ
れるまで繰り返される。ＧＡ１、ＧＡ２、及び／又はＧＡ０などの１つを超える回折格子
アセンブリが撮像装置ＩＭで使用される場合、Ｘ合焦及び／又はＺ合焦のためのそれぞれ
の電圧が、２つ以上の回折格子アセンブリに別々に又は同時に印加される。各回折格子ア
センブリＧＡｉはそれ自体の共通焦点を有し、好ましくは、各々を管ＸＲの焦点スポット
ＦＳと一致するように調節する。
【００７４】
　図９を参照すると、これは、電歪層ＥＬの動作によってリッジＲＧに加えられる横の力
の効果をより詳細に論じている。上記のように、リッジＲＤが基部本体２０２に移行する
基部部分２０４の剛性のために、電歪層変形の効果は、傾斜よりもむしろリッジの曲げで
ある。しかしながら、回折格子構造材料の可撓性が十分に大きい場合、放射線シャドウイ
ングが減少するので、光子束及び可視性効率の所望の増加が依然として達成される。しか
しながら、リッジＲＧが、特に基部部分２０４と同様に、堅すぎる場合、電歪層変形に起
因して加えられる力に応じたより高い反力が、回折格子－トランスデューサフォイルＥＬ
境界の歪みプロファイルの非線形をもたらし、それにより、合焦能力の劣化をもたらす。
その上、好ましくない曲りプロファイルに加えて、回折格子リッジＲＧは直線から著しく
外れる。すなわち、回折格子の有効な間隙幅が減少し、それにより、図９のクローズアッ
プに示すように、回折格子のＸ線光学性能がさらに低下する。図１０によるクローズアッ
プは、高さＬ（＝トレンチ深さＤ）を有する単一のリッジＲＧの拡大図を示す。曲りプロ
ファイルｗ（ｚ）は、Ｚ軸に沿った関数としての変位力から計算され、ここで、ｚ座標は
、基部部分２０４からのリッジの長さに沿った距離の尺度であり、ここで、基部部分２０
４は回折格子の基部基板２０２に付着する。図１０におけるような基部本体２０２に堅く
結合されたリッジＲＧの曲げ特性は、変位対力関係についてのｗ（Ｌ）＝Ｆ×Ｌ３／（３
Ｙ×ＩＭ）と、曲りプロファイルについてのｗ（ｚ）＝１／２×ｗ（Ｌ）／Ｌ３×（ｚ２

（ｚ－３Ｌ））とによって決定され、ここで、Ｙはヤング率であり、ＩＭは断面二次モー
メントであり、Ｆは加えた力である。これらの関係ｗ（ｚ）、ｗ（Ｌ）から、高い弾性１
／Ｙでは、リッジＲＧのプリセット先端変位ｗ（Ｌ）を達成するのに、小さい力Ｆしか必
要でないことを推測することができる。曲りプロファイルでは、状況が全く異なる。曲り
プロファイルは、材料の機械的性質と無関係であり、断面二次モーメントＩＭ、したがっ
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て、バーの断面の大きさ及び形状と無関係である。それゆえに、Ｙ及びＩＭの変更は、力
の問題にしか影響を与えない。
【００７５】
　図１０の考察によれば、それぞれのリッジのより容易な曲げ及びそれぞれのリッジの傾
斜のよりよい実行を促進するために、回折格子構造を、十分に高い弾性の材料から、すな
わち、十分に小さいヤング率をもつ材料から形成することが本明細書において提案される
。ここで、弾性は、量１／Ｙ（Ｙ＝回折格子材料の弾性定数又はヤング率）によって測定
される。１つの実施形態では、特にリッジ構造ＲＧは、ベース基板２０２よりも高い弾性
を有する。さらにより具体的には、理想的には、リッジが基部本体２０２に付着する基部
部分２０４に、より高い弾性が集中する。
【００７６】
　１つの実施形態によれば、基部部分２０４の局所化高弾性が、図１１ｂに示す実施形態
により達成される。以前の実施形態（図１１ａ）と比較して、基部部分２０４はテーパ状
され、それにより、より高い可撓性を達成するように「弱められている。」このようにし
て、継手領域ＪＴが形成される。テーパ状は基部部分で若干の材料を除去することにより
階段状プロファイルを形成することによって達成され、又はテーパ状領域の移行は連続的
である。いずれの場合も、このように形成された継手領域ＪＴは、より容易な曲げを促進
する。曲げは、末端先端部分２０８で回折格子に結合された電歪層の膨張によってリッジ
ＲＧに加えられたＸ軸に沿った横の力を介して経験する傾斜反応によく似ている。リッジ
ＲＧのテーパ状区間の断面二次モーメントは減少する。したがって、回折格子リッジＲＧ
の先端を変位させるために必要な力は減少し、回折格子バーの曲げ寄与の大部分は、今で
は、細い継手ＪＴ領域によって引き受けられる。
【００７７】
　別の実施形態によれば、回折格子本体の本質的に単一体の構造が放棄される。言い換え
れば、図１１ａ又は図１１ｂのように基部部分２０２をシームレスにリッジＲＧに移行さ
せるのではなく、１つの実施形態では、もはや単一体でない「関節型」回折格子構造を形
成することが提案される。これらの関節型回折格子構造において、リッジＲＧは、基部本
体２０２から分離した別々の部分を形成する。リッジは、継手構造ＪＴを介して基部本体
２０２に接続又は結合される。継手ＪＴはそれ自体リッジ及び基部本体２０２以外の異な
る材料から形成された別々の部分である。１つの実施形態では、図１１ｃに示すように、
可撓性継手ＪＴは、基部本体２０２に形成された溝ＦＲに少なくとも部分的に受け取られ
る接着剤などの十分に高い可撓性の充填材料として設けられる。次いで、個々のリッジＲ
Ｇが、基部本体２０２にそれぞれの継手ＪＴを介して結合され、それにより、一緒に関節
型回折格子構造を形成する。
【００７８】
　図１２ａ～図１２ｃは、関節型回折格子構造のさらなる実施形態を示す。例えば、図１
２ａでは、溝は、鋸歯状プロファイルを有するように形成される。図１２ｂでは、溝は、
台形の断面を有するトラフのように形成される。図１２ｃのように、溝は、基部部分２０
２のそれぞれの表面に適用された正弦波パターンのトラフ領域として形成される。
【００７９】
　いずれの場合も、溝ＦＲは、充填材料、及び／又はそれぞれのリッジの基部部分２０６
の少なくとも一部を、少なくとも部分的に又は完全に受け取るのに適している。１つの実
施形態では、溝は、Ｙ方向に（すなわち、図面の面の中に）及び回折格子基部本体２０２
の全長に延びるが、溝が、リッジのそれぞれのセグメントを受け取るために間隙によって
中断され、それにより、図７に関して前に論じたような中断したプロファイル配置の適用
を実施する実施形態も想定される。溝パターンは、圧延加工、エッチング、又は別のやり
方でベース基板に施される。
【００８０】
　提案する関節型回折格子設計は、先端２０８の変位の間、反力の減少（又はさらに最小
）及び回折格子リッジＲＧそれ自体の曲りの減少（最小又は無視できるほどでなくても）
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の達成を可能にする。さらに、関節型リッジのために、幾何学的焦点に向かって回折格子
アセンブリの完全に近い若しくは真の整列又は真の合焦が達成されることが理解されよう
。これは可能であるが、その理由は、今では、リッジが、傾斜され、それにより、それぞ
れのリッジＲＤの高さｄに沿って平行に延びる想像線の交差点として焦点の幾何学的定義
を可能にするからである。関節のおかげでこの「真の」又は完全な整列は、関節がなく、
電歪層ＥＬの動作が傾斜ではなくリッジの曲げをもたらす図９における前に説明した実施
形態と対比される。この状況では、部分的な整列しかなく、焦点はポイントではなく「仮
想」焦点領域へと「劣化する」。今なお、曲げによる部分的な整列の場合でさえ、リッジ
の傾斜によるほど明白でないが可視性の向上が依然として達成されることに留意されたい
。言い換えれば、本明細書で使用する「整列」又は「合焦」は、それぞれ、部分的な及び
完全な整列／合焦の両方を包含すると解釈されるべきである。
【００８１】
　上述の実施形態では、電歪層ＥＬは回折格子Ｇｉの一部、すなわちリッジ又はその先端
を変形させることにのみ作用するが、これは限定ではない。回折格子の全体が共通の焦点
／領域に向かってリッジの合焦を生じさせるように屈曲するが、これを達成するのに必要
な力は、回折格子全体としてではなくリッジを単に変形させるために作用する場合よりも
大きい実施形態が想定される。
【００８２】
　次に図１３を参照して、関節型回折格子構造を製造するための方法を説明する。
【００８３】
　ステップＳ１０において、回折格子の基部基板２０２に堅く結合された回折格子リッジ
を有する従来通り製造された回折格子Ｇが用意される。トレンチＴＲは、２つの隣接する
リッジＲＧの間で基板２０２に組み込まれる。回折格子Ｇはシリコンベースとすることが
できるが、本明細書では他の材料を排除しない。
【００８４】
　ステップＳ２０において、トレンチは、リッジＲＧを幾何学的に安定化させるために幾
何学的安定剤（例えば、パラフィン／ワックスタイプの材料又はマイクロバルブタイプの
発泡体など）で少なくとも部分的に充填される。発泡体は、低原子番号分子（Ｚ≦９）か
ら形成されることが好ましい。
【００８５】
　ステップＳ３０において、電気機械トランスデューサフォイルＥＬが、リッジＲＧの回
折格子先端２０６に付けられる。これは、接着又は他の貼付け手順によって行うことがで
きる。
【００８６】
　次いで、ステップＳ４０において、回折格子基板が、例えばエッチング又は別のやり方
で除去される。
【００８７】
　次いで、ステップＳ５０において、回折格子支持体が、リッジ２０４の今や露出してい
る元の基部部分に付けられる。したがって、回折格子支持体は、ステップＳ４０において
除去された元の基部本体２０２に取って代わる。回折格子支持体は、基部本体２０２と同
じ材料（例えば、シリコン）から製作されてもよいが、これは必ずしもそうでなくてもよ
い。好ましくは、回折格子本体は、打抜加工、エンボシングなどによって達成される細長
い凹み又は溝のついた表面を有する。次いで、接着剤などの充填材料が溝に導入された後
、回折格子支持体が、リッジの露出した基部部分に押しつけられ、それに位置合わせされ
る。
【００８８】
　次いで、ステップＳ６０において、ステップＳ２０において以前に適用された安定剤が
、関節回折格子アセンブリＧＡに到達するために、例えば蒸発によって除去される。適切
な通気チャネルを前もって回折格子システムにどこかほかの所に設ける必要がある。発泡
体を除去する必要性は、所望の剛性に依存する。ステップＳ６０を完全に省くか、又は充
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填材料の一部のみを除去するか、又は層が活性化電圧の印加の間先端に横の力を加えると
き真の傾斜挙動を良い近似で最良に模倣する究極の可撓性を達成するために充填材料のす
べてをあえて除去することができる。
【００８９】
　本明細書で提案するような電歪層を有する回折格子アセンブリＧＡｉは、従来のＤＰＣ
Ｉ装置のソース回折格子Ｇ０、並びに／又は干渉回折格子Ｇ１及びＧ２の一方若しくは両
方に取って代わることが想定される。例えば、１つの実施形態では、ソース回折格子Ｇ０
、位相回折格子Ｇ１、及び分析計回折格子Ｇ２の各々は、各々撮像装置の焦点スポットＦ
Ｓに向けて整列する電歪層を有するそれぞれの回折格子アセンブリＧＡ１、ＧＡ２に組み
込まれる。しかしながら、別の実施形態では、回折格子アセンブリとして設けられるのは
２つ又は３つの回折格子のうちの１つのみであり、他の回折格子は、電歪層のない従来の
回折格子である。最大の束及び可視性効率を保証するために、本明細書で提案するような
電歪層ＥＬをもつそれぞれの回折格子アセンブリＧＡ２として設けられるのは分析計回折
格子Ｇ２であることが好ましい。別の選択は、本明細書で説明するように位相回折格子Ｇ
１を回折格子アセンブリＧＡ１に配置することである。
【００９０】
　関節型リッジ（例えば、図１１～図１３による）をもつ上述の回折格子アセンブリＧＡ
ｉの実施形態は、上述のように、吸収材充填材料（例えば、金）がトレンチに導入された
吸収材回折格子Ｇ０及びＧ１にとって特に有用であることが理解されよう。この理由は以
下の通りである。吸収材充填材料の存在は、通常、リッジの曲げ又は傾斜を達成するのを
困難にする。これに対処するために、ここでは、リッジ間の充填材料に空隙が形成される
そのような回折格子のための処理技法を利用する。言い換えれば、充填材料は、ｘ方向に
おいて、２つの連続するリッジの間のトレンチの幅全体を占めない。これは、例えば、一
つおきのリッジを除去することによって達成される。それゆえに、Ｘ方向の材料のシーケ
ンスは、（吸収材充填材料には例として金を、及びリッジのためのウェハ材料としてシリ
コンを使用して）「Ａｕ－Ｓｉ－Ａｕ－空気－Ａｕ－Ｓｉ－Ａｕー空気」などである。言
い換えれば、残っているリッジの各々は、今では、厚くされた「Ａｕ－Ｓｉ－Ａｕ」リッ
ジを形成するために左右に金の層を有し、これら「Ａｕ－Ｓｉ－Ａｕ」リッジはそれぞれ
の空隙によって分離される。これらの空隙のために、電歪層を介した曲げが今では可能で
あるが、吸収材充填材料が存在しない場合と比較してより困難である。この時この状況に
おいて、関節型リッジをもつ実施形態は、空隙の存在のために、より容易な傾斜を促進す
るので、特に有益である。
【００９１】
　本発明の別の例示的な実施形態では、先の実施形態のうちの１つによる方法の方法ステ
ップを適切なシステムで実行するように構成されたことを特徴とするコンピュータプログ
ラム又はコンピュータプログラム要素が提供される。
【００９２】
　それゆえに、コンピュータプログラム要素は、本発明の一実施形態の一部とすることも
できるコンピュータユニットに格納される。このコンピューティングユニットは、上述の
方法のステップの実行を実行するか又は誘導するように構成される。その上、それは、上
述の装置の構成要素を動作させるように構成される。コンピューティングユニットは、自
動的に動作する及び／又はユーザの命令を実行するように構成される。コンピュータプロ
グラムは、データプロセッサのワーキングメモリにロードされる。したがって、データプ
ロセッサは、本発明の方法を実行するために装備される。
【００９３】
　本発明のこの例示的な実施形態は、最初から本発明を使用するコンピュータプログラム
、及びアップデートによって既存プログラムを、本発明を使用するプログラムに変えるコ
ンピュータプログラムの両方を包含する。
【００９４】
　さらに続けて、コンピュータプログラム要素は、上述のような方法の例示的な実施形態
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の手順を遂行するためにすべての必要なステップを提供することができる。
【００９５】
　本発明のさらなる例示的な実施形態によれば、ＣＤ－ＲＯＭなどのコンピュータ可読媒
体が提示され、ここにおいて、コンピュータ可読媒体は、それに格納されたコンピュータ
プログラム要素を有し、コンピュータプログラム要素は前の節で説明されている。
【００９６】
　コンピュータプログラムは、他のハードウェアと一緒に又はその一部として供給される
光記憶媒体又は固体媒体などの好適な媒体（特に、必ずしもではないが、非一時的媒体）
に格納及び／又は分配されてもよいが、さらに、インターネット又は他の有線若しくは無
線通信システムなどを介して他の形態で分配されてもよい。
【００９７】
　しかしながら、コンピュータプログラムは、さらに、ワールドワイドウェブのようなネ
ットワークを介して提示されてもよく、そのようなネットワークからデータプロセッサの
ワーキングメモリにダウンロードされてもよい。本発明のさらなる例示的な実施形態によ
れば、コンピュータプログラム要素をダウンロードできるようにする媒体が提供され、そ
のコンピュータプログラム要素は、本発明の以前に説明した実施形態のうちの１つによる
方法を実行するように構成される。
【００９８】
　本発明の実施形態は異なる主題を参照して説明されていることに留意すべきである。特
に、ある実施形態は方法タイプの請求項を参照して説明され、一方、他の実施形態はデバ
イスタイプの請求項を参照して説明されている。しかしながら、当業者は、上述の説明及
び以下の説明から、特に断らない限り、１つのタイプの主題に属する特徴の任意の組合せ
に加えて、異なる主題に関連する特徴の間の任意の組合せも本出願で開示されていると考
えられることが、分かるであろう。しかしながら、すべての特徴を組み合わせ、それによ
り、特徴の単純な和を超える相乗効果を提供することができる。
【００９９】
　本発明が、図面及び前述の記載において詳細に説明されたが、そのような説明図及び記
載は、例証又は例示であり、限定でないと見なされるべきである。本発明は、開示された
実施形態に限定されない。特許請求される発明を実践する際に、図面、本開示、及び従属
請求項の検討から、開示された実施形態への他の変更を当業者は理解し、達成することが
できる。
【０１００】
　特許請求の範囲において、「備えている、含んでいる（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」とい
う語は、他の要素又はステップを排除せず、「１つの（ａ）」又は「１つの（ａｎ）」と
いう不定冠詞は複数を排除しない。単一のプロセッサ又は他のユニットは、特許請求の範
囲に列挙されるいくつかのアイテムの機能を満たすことができる。特定の方策が互いに異
なる従属請求項に列挙されているという単なる事実は、これらの方策の組合せを有利に使
用できないことを示していない。特許請求の範囲におけるいかなる参照符号も範囲を限定
するものと解釈されるべきでない。
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